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損失処理案損失処理案
1．当期未処理損失金 184,456,470

2．次期繰越損失金 184,456,470

単位：円

２．期中に売却したその他有価証券は次のとおりである。
売却額 売却益 売却損
0千円 0千円 0千円

３ ．時価のない有価証券（外部出資）の内容、貸借対照表上計上額は次の
とおりである。
その他有価証券
非上場株式　　株式会社　全国漁業オンラインセンター　65,050千円

４ ．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間
ごとの償還予定額は次のとおりである。
 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超
地方債 0千円 0千円 501,256千円 0千円
政府保証債 0千円 0千円 1,011,742千円 0千円
金融債 0千円 0千円 0千円 0千円
社債 0千円 0千円 0千円 0千円
外国証券 0千円 0千円 0千円 4,100,000千円
合計 0千円 0千円 1,521,498千円 4,100,000千円

Ⅵ．退職給付に関する注記
１ ．退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当期末における退
職給付債務に基づき、必要額を計上している。また、退職給付債務等の
内容は以下のとおりである。
１）採用している退職給付制度の概要
退職一時金制度

２）退職給付債務及びその内訳

①　退職給付債務　　　　　　　　　　　　2,487,795千円
②　退職給付引当金　　　　　　　　　　　2,487,795千円
３）退職給付費用の内訳
①　通常の退職給付費用　　　　　　　　　　14.,021千円
４ ）退職給付債務等の計算基礎は、期末における職員の自己都合による
要支給額となっている。

２ ．法定福利費には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制
度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の
法律附則第57条の規定に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う
特例年金給付等の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業務負
担金22,436,560円を含めて計上している。
なお、同組合より示された平成19年3月現在における平成44年3月

までの特例業務負担金の将来見込額は507,132千円となっている。

Ⅶ．税効果会計に関する注記
税効果会計は、導入していないため特になし。

Ⅷ．重要な後発事象に関する注記
特になし

Ⅸ．その他の注記
純資産額から土地再評価差額金及び株式等評価差額金の合計額を控除
した額は、出資金、資本準備金及び利益準備金の合計額を79,051千円下
回り、資本の欠損の状況にある。

貯  金貯  金
■ 種類別・貯金者別貯金残高

単位：百万円、％
18年度末

当座性貯金 13,547 【 32.7】

　当座貯金 29 （ 0.0）

　普通貯金 12,855 （ 31.0）

　貯蓄貯金 3 （ 0.0）

　通知貯金 0 （ 0.0）

　別段貯金 660 （ 1.6）

　その他の貯金 － （　　－）

定期性貯金 27,937 【 67.3】

　定期貯金 26,821 （ 64.7）

　うち固定自由金利貯金 1,134 （ 2.7）

　うち変動自由金利定期 29 （ 0.0）

　定期積金 1,116 （ 2.7）

合　　　　計 41,484 （100.0）

組合員貯金 23,288 【 56.1】

組合員以外の貯金 18,196 【 43.9】

　地方公共団体 432 （ 1.1）

　金融機関 0 （ 0.0）

　その他 17,764 （ 42.8）

（注1）固定自由金利定期： 預入時に満期日までの利率が確定する自由金利定
期貯金

（注2）変動自由金利定期： 預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動
する自由金利定期貯金

（注3）（　）内は構成比です。

■ 科目別貯金平均残高
 単位：百万円、％

18年度末

流動性貯金 16,109 （ 35.8）

定期性貯金 28,749 （ 63.8）

その他の貯金 183 （ 0.4）

計 45,041 （100.0）

譲渡性貯金 － （　　－）

合　　　計 45,041 （100.0）

（注1）流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金
（注2）定期性貯金＝定期貯金＋定期積金
（注3）（　）内は構成比です。

■ 財形貯蓄残高
 単位：百万円、％

18年度末

財形貯蓄残高 8




